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表紙

事業報告
・会社の新株予約権等に関する事項
・会社役員に関する事項
　（1）責任限定契約の内容の概要
　（2）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
・会計監査人の状況
・業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
計算書類
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
監査報告
・計算書類に係る会計監査報告
・監査等委員会の監査報告

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に
電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたしま
す。

第20期定時株主総会招集ご通知に際しての
交付書面非記載事項

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
ブティックス株式会社
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

第15回新株予約権 第16回新株予約権
発行決議日 2021年１月13日 2021年１月13日
新株予約権の数 400個 1,600個

新株予約権の目的となる株式の種類と
数

普通株式160,000株
（新株予約権１個につき400株）

（注）1

普通株式640,000株
（新株予約権１個につき400株）

（注）1

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり100円
（１株当たり0.25円)（注）1

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり0.25円)（注）1

新株予約権の行使価格 新株予約権１株当たり574円 新株予約権１株当たり574円

権利行使期間 2024年８月１日から
2028年１月31日まで

2027年８月１日から
2031年１月31日まで

行使の条件 （注）２ （注）３

割当先
当社従業員及び

コタエル信託株式会社
（注）４

園部　洋士（注）５

１. 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付

した新株予約権の状況
該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に当社使用人に対して職務執行の対価として交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
① 時価発行新株予約権信託

当社は、2021年１月13日の取締役会において、時価発行新株予約権信託の受託者である
弁護士　園部洋士氏に対し、新株予約権を発行することを決議し、2021年２月１日に付与い
たしました。

本新株予約権は、以下のとおり、第三者割当により発行される新株予約権の発行を行うこ
と及び時価発行新株予約権信託を活用したインセンティブプランとなっております。

なお、時価発行新株予約権信託とは、時価により発行される新株予約権を受託者が保管し
ておき、一定の期日になった時点で条件を満たした受益者に対して交付するという新たなイ
ンセンティブ制度であります。

（注）１. 2021年６月１日付及び2023年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を
行っております。「新株予約権の目的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使時
の払込金額」は株式分割後の数値を記載しております。

2. 第15回新株予約権の行使の条件は次の通りです。
(1) 本第15回新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は本第15回新株

予約権を行使することができず、かつ、第15回新株予約権発行要項に別段の定めがあ
る場合を除き、受託者より本第15回新株予約権の付与を受けた者（以下、「受益者」
または「本第15回新株予約権者」という。）のみが本第15回新株予約権を行使できる
こととする。

(2) 受益者は下記に定める各条件を充たした場合、各本第15回新株予約権者に割り当てら
れた本第15回新株予約権のうち当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」とい
う。）の個数を限度として、本第15回新株予約権を行使することができる。なお、行
使可能割合によって行使可能個数に１個未満の端数が生じた場合には、これを切り捨
てるものとする。

－ 1 －
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

(a)2022年３月期または2023年３月期の営業利益が５億円を超過した場合
行使可能割合：100％

(b)(a)が未達成の場合で2024年３月期の営業利益が５億円を超過した場合
行使可能割合：50％

なお、上記営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される監査済み
の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書とする。以下
同様。）に記載された営業利益を参照するものとし、当該連結損益計算書にのれん償
却費、顧客関連資産償却費及び新株予約権に係る株式報酬費用が計上されている場合
には、これらによる影響を排除した調整後営業利益をもって判定するものとする。ま
た、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場
合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。

(3) 受益者は、本第15回新株予約権の権利行使時においても、当社または当社の関係会社
の取締役、監査役または従業員であることを要する。

(4) 受益者の相続人による本第15回新株予約権の行使は認めない。
(5) 本第15回新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行

可能株式数を超過することとなるときは、当該本第15回新株予約権の行使を行うこと
はできない。

(6) 各本第15回新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
(7) 当社と受益者との間で締結する新株予約権の取得に関する覚書に定めるその他条件に

違反した場合、本第15回新株予約権を行使できないものとする。
(8) 金融商品取引法に基づく届出の効力が発生することを条件とする。

3. 第16回新株予約権の行使の条件は次の通りです。
(1) 本第16回新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は本第16回新株

予約権を行使することができず、かつ、第16回新株予約権発行要項に別段の定めがあ
る場合を除き、受託者より本第16回新株予約権の付与を受けた者（以下、「受益者」
または「本第16回新株予約権者」という。）のみが本第16回新株予約権を行使できる
こととする。

(2) 受益者は下記に定める各条件を充たした場合、各本第16回新株予約権者に割り当てら
れた本第16回新株予約権のうち当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」とい
う。）の個数を限度として、本第16回新株予約権を行使することができる。なお、行
使可能割合によって行使可能個数に１個未満の端数が生じた場合には、これを切り捨
てるものとする。
(a)2023年３月期から2025年３月期におけるいずれかの事業年度の営業利益が10億円

を超過した場合
行使可能割合：50％

(b)2023年３月期から2026年３月期におけるいずれかの連続する２事業年度の営業利
益の累計額が25億円を超過した場合
行使可能割合：100％

なお、上記営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される監査済み
の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書とする。以下
同様。）に記載された営業利益を参照するものとし、当該連結損益計算書にのれん償
却費、顧客関連資産償却費及び新株予約権に係る株式報酬費用が計上されている場合
には、これらによる影響を排除した調整後営業利益をもって判定するものとする。ま
た、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場
合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。

(3) 受益者は、本第16回新株予約権の権利行使時においても、当社または当社の関係会社
の取締役、監査役または従業員であることを要する。

(4) 受益者の相続人による本第16回新株予約権の行使は認めない。

－ 2 －
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

第17回新株予約権
発行決議日 2024年10月25日
新株予約権の数 1,297個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式129,700株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり1,800円

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個当たり122,000円
（１株当たり1,220円）

権利行使期間 2027年11月１日から
2030年10月31日まで

行使の条件 （注）
割当先 当社取締役２名

(5) 本第16回新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行
可能株式数を超過することとなるときは、当該本第16回新株予約権の行使を行うこと
はできない。

(6) 各本第16回新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
(7) 当社と受益者との間で締結する新株予約権の取得に関する覚書に定めるその他条件に

違反した場合、本第16回新株予約権を行使できないものとする。
(8) 金融商品取引法に基づく届出の効力が発生することを条件とする。

4. 2024年７月31日の信託期間満了日に当社役職員等を受益者として指定し、同日に一部新
株予約権の割当を行っております。第15回新株予約権の割当を受けた者は、当該第15回新
株予約権の発行要項及び割当契約の内容に従って、当該新株予約権を行使することができ
ます。ただし、信託型ストックオプションの取扱いについて、国税庁による「ストックオ
プションに対する課税（Q&A）」の公表により、ストックオプションを行使した日の属す
る年分の給与所得として所得税の課税対象とし、発行会社が当該給与所得にかかる源泉所
得税の徴収・納付を行う必要がある旨が示されたことで、当社が想定していなかった役職
員等の税負担及び当社の源泉聴取等の事務負担を伴う懸念が生じました。そのため、一部
については信託型ストックオプションを含む数多くのインセンティブスキームを開発し、
その事務手続き等に関し多くの事例とノウハウを持つコタエル信託株式会社を受託者とし
て、新たな信託設定契約を締結（以下、「本信託（第15回新株予約権）」という。）し、
移管することといたしました。本信託（第15回新株予約権）の信託期間満了日は、2024
年９月末日（以降毎年３月末日、６月末日、９月末日、12月末日）となり、一定の時間的
猶予を持った上で対応方針を検討しておりましたが、2026年3月末日に本信託（第15回新
株予約権）の信託契約を株式交付型信託契約に変更しております。

5. 園部洋士は時価発行新株予約権信託の受託者です。信託期間満了日（2027年７月31日）
時点の当社役職員等のうち受益者として指定された者を受益者とし、新株予約権の分配数
量を確定します。

② 募集新株予約権（有償ストック・オプション）
当社は、2024年10月25日の取締役会において、募集新株予約権（有償ストック・オプシ

ョン）を発行することを決議し、2024年11月11日に付与いたしました。

（注）第17回新株予約権の行使の条件は次の通りです。
1. 新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、2026年３月期か

ら2027年３月期までの２事業年度におけるいずれかの事業年度の営業利益が、2,350百万
円を超過した場合、新株予約権を行使することができる。なお、上記営業利益の判定にお
いては、当社の有価証券報告書に記載される監査済みの連結損益計算書（連結損益計算書
を作成していない場合、損益計算書とする。以下同様。）に記載された営業利益を参照す

－ 3 －
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

るものとし、当該連結損益計算書にのれん償却費、顧客関連資産償却費及び新株予約権に
係る株式報酬費用が計上されている場合には、これらによる影響を排除した調整後営業利
益をもって判定するものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目
の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとす
る。

2. 新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社又は当社の関係会社（なお、「関
係会社」とは、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38 年大蔵省令
第59号、その後の改正も含む。）第８条で定義される「関係会社」を意味する。）の取締
役、監査役又は従業員であることを要する。

3. 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めな
い。

4. 新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数
を超過することとなるときは、当該新株予約権の行使を行うことはできない。

5. 新株予約権者は、新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
6. 新株予約権者は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるその

他条件に違反した場合、新株予約権を行使できない。

２. 会社役員に関する事項
(1) 責任限定契約の内容の概要

当社と各取締役（業務執行取締役等である者を除く。）は、会社法第427
条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契
約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としており
ます。

(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

（以下、「Ｄ＆Ｏ保険」という。）を保険会社との間で締結しており、これ
により、当社及び当社の子会社の役員及び執行役員が業務に起因して損害賠
償責任を負った場合における損害（但し、保険契約上で定められた免責事由
に該当するものを除く。）等を補填することとしております。なお、Ｄ＆Ｏ
保険の保険料は、全額当社が負担しております。Ｄ＆Ｏ保険の契約期間は、
１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、更新を予定
しております。

－ 4 －
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会計監査人の状況

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 27,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27,000千円

３. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

PwC Japan有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬
等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 解任不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に
関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項
目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査
人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任
後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。

－ 5 －
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

４. 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
（１）業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法並びに会社法施行規則に定める「株式会社の業務の適正を確保する
ために必要な体制の整備」に関する基本方針（以下「内部統制システムの整備に関す
る基本方針」といいます。）を定めており、その内容は以下①の通りです。（最終改
訂　2025年３月27日）
　また、財務報告の信頼性を確保するための体制、反社会的勢力との取引排除に向け
た基本的考え方及びその整備状況はそれぞれ以下、②、③の通りです。

① 内部統制システムの整備に関する基本方針
(イ）当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制
（a）当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適

合することを確保するため、当社グループの「経営理念」「行動指針」を制
定し、役員及び役職者はこれを率先垂範し、全従業員への周知徹底、教育啓
蒙を継続して行い、健全な企業風土の醸成に努める。

（b）当社及び当社子会社においてコンプライアンスに係る規程を制定するととも
に、当社の常勤役員及び部長職以上の役職者で構成する経営会議にて、コ
ンプライアンス体制の構築・管理・維持に当たる。

（c）当社及び当社子会社においてコンプライアンスに関する教育・研修を適宜開
催し、コンプライアンス意識の維持・向上を図る。

（d）当社グループ全体の内部通報制度を設け、問題の早期発見・未然防止を図
り、適切且つ迅速に対応する。

（e）当社及び当社子会社の業務の適切な実行を確保するため、内部監査の体制を
強化するとともに、内部監査の結果を経営層に対し報告する。

（f）当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制
を適切に整備、運用する。

（g）当社及び当社子会社において、法令、定款違反等の行為が発見された場合、
コンプライアンス規程に従い、各通報先及び報告先に通報及び報告の上、
必要に応じて外部の専門家とも連携、協議の上対応に努める。

（h）当社及び当社子会社は、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関
わりを持たず、また不当請求には断固としてこれを拒絶する。

（ロ）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（a）当社の取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規程等

に基づき、適切に保存及び管理を行う。
（b）保存期間は、文書・情報の種類、重要性に応じて文書管理規程に規定された
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期間とする。
（c）当社の取締役及び監査等委員である取締役は、これらの文書等を、常時閲覧

できるものとする。

（ハ）当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（a）当社において、リスク管理規程及びリスク対応マニュアルを制定し、会社の

事業活動において想定される各種リスクに対する組織、責任者を定め、適
切に評価・管理体制を構築する。当社子会社もこれに準じて対応する。

（b）当社及び当社子会社において重要な危機事案が発生したときは、速やかに当
社に報告し、当社は必要な指示、指導、助言等を行う。

（c）当社及び当社子会社の危機発生時には、対策本部を設置し、社内外への適切
な情報伝達を含め、当該危機に対して適切且つ迅速に対処するものとす
る。

（ニ）当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制

（a）当社の取締役会は取締役の職務の執行が効率的に行われるよう、当社グルー
プの経営計画を策定する。

（b）当社及び当社子会社において、取締役会規程、組織及び職務権限規程を定
め、取締役の職務及び権限、責任の明確化を図り、業務を効率的に遂行す
る。

（c）当社は、取締役会を毎月１回定期的に開催する他、必要に応じて適宜臨時に
開催する。

（d）当社の社外取締役は、適宜当社の社長及び他の取締役並びに当社子会社の社
長及び取締役と経営状況についての情報交換を行い、適切に助言を行う。

（e）当社において経営会議を設置し、取締役会より一定の事項の決定等を委任す
る。経営会議は、受任事項の決定の他、取締役会の意思決定に資するため
取締役会決議事項を事前に審議する。

（ホ）その他企業集団における業務の適正を確保するための体制
（a）当社は、当社子会社の遵法体制その他その業務の適正を確保するための体制

の整備に関する指導及び支援を行う。
（b）当社は、経営の健全性及び効率性の向上を図るため、当社子会社について、

取締役及び監査役を必要に応じて派遣する。
（c）当社は、子会社管理規程に基づき、当社における承認事項及び当社に対する

報告事項等を明確にする。また、当社は、当社子会社の社長等をメンバー
とした定期的な報告会を開催し、経営状況等の事業運営に関する重要な事

－ 7 －



2026/05/23 10:53:27 / 25301278_ブティックス株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

項についての報告を受け協議を行う。
（d）当社子会社における一定の重要事項については、当社子会社において決定す

る前に当社の承認を必要とするほか、組織及び職務権限規程に規定された
特に重要な事項については、組織及び職務権限規程に則り、当社の会議体
等で審議及び承認を行う。

（e）内部監査部門は、当社子会社の業務の適正性について監査を行う。
（f）当社子会社のリスク管理については、子会社から報告を適宜受けるととも

に、当社の内部監査及び監査等委員会が子会社のリスク管理状況の監査を
行い、必要な助言、勧告及び指導を行う。当社子会社において重要な危機
事案が発生したときは、速やかに当社に報告し、当社は必要な指示、指
導、助言等を行う。

（g）当社は、当社グループにおける業務の適正化及び効率化の観点から、業務プ
ロセスの改善及び標準化に努めるとともに、情報システムによる統制強化を
はかる。当社の各部門及び子会社は、関連する管理部門の支援の下で、これ
を実施する。

（へ）当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項並びに
その取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの
独立性に関する事項
（a）監査等委員会の求めに応じて、取締役会は監査等委員である取締役と協議の

上、補助使用人を任命し、当該監査業務の補助に当たらせる。
（b）前項の補助使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立

性の確保及び監査等委員会からの取締役及び補助使用人に対する指示の実効
性の確保のため、補助使用人の異動及び人事考課及び賞罰は監査等委員会の
同意を得るものとする。

（ト）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が当該会社の監
査等委員会に報告するための体制、当社子会社の取締役、監査役及び使用人又は
これらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制、
その他監査等委員会への報告に関する体制

（a）当社の監査等委員及びその補助使用人は、当社の取締役会の他、経営会議等
重要な会議に出席し、取締役及び使用人から職務執行状況の報告を求める
ことができる。

（b）当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役及び使用人は、
法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見
したときには、速やかに当社の監査等委員会に報告する。

（c）当社の取締役及び使用人は並びに当社子会社の取締役、監査役及び使用人、
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当社の監査等委員会から業務執行に関する事項の報告を求められた場合に
は、速やかに報告する。

（d）前各号の報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制については、コンプライアンス規程に基づき、その適切な運
用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアンス上の問題に
ついて、監査等委員会への適切な報告体制を確保する。

（e）内部監査部門は、当社子会社に対して行った結果を監査等委員に対して報告
する。

（チ）その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制

（a）監査等委員会は、法令に従い、監査等委員である社外取締役を含み、公正且
つ透明性を担保する。

（b）監査等委員会は、代表取締役その他常勤取締役と定期的に意見交換を行い、
相互の意思疎通を図る。

（c）監査等委員会は、会計監査人及び内部監査担当と定期的に情報交換を行い、
相互の連携を図る。

（d）当社の監査等委員が職務（監査等委員会の職務の執行に関するものに限
る。）の執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、これに応じ
る

（e）監査等委員会は、監査業務に必要と判断した場合には、会社の費用負担にて
弁護士、公認会計士、その他専門家の意見を聴取することができる。

② 財務報告の信頼性を確保するための体制
・金融商品取引法その他適用のある国内外の法令に基づき、評価、維持、改善等

を行う。
・内部統制担当を置き、計画に基づき職務の執行状況をモニタリングし、内部統

制システムが有効に機能しているかについて個別に検証を行い、必要と認めら
れる場合には代表取締役社長への報告を行う。

・代表取締役社長は、内部統制担当、内部監査担当、監査等委員会からの報告を
もとに、全社的な統制活動及び業務プロセスの統制活動を強化し、経営会議を
通じて必要な措置を講じる。

③ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
（イ）反社会的勢力との取引排除に向けた基本的な考え方

（a）当社の社内規程に明文の根拠を設け、社長以下組織全員が一丸となって反社
会的勢力の排除に取組む。
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（b）反社会的勢力とは取引関係を含めて一切関係を持たない。また、反社会的勢
力による不当要求は一切を拒絶する。

（ロ）反社会的勢力との取引排除に向けた整備状況
（a）「反社会的勢力への対応ガイドライン」において「反社会的勢力に対する姿

勢」について明文化し、全社員に配布するとともに適宜社内研修等を行
い、周知徹底する。

（b）反社会的勢力の排除を推進するために管理本部を統括管理部署とし、また、
不当要求対応の責任者を設置する。

（c）「反社会的勢力への対応に関する規程」等の関係規程等を整備し、反社会的
勢力排除のための体制構築に取組む。

（d）取引等について、反社会的勢力との関係に関して確認を行う。
（e）反社会的勢力の該当有無の確認のため、外部関係機関等から得た反社会的勢

力情報の収集に取組む。
（f）反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から警察、全国暴力追放運動推進

センター、弁護士等の外部専門機関と密接な連携関係を構築する。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　取締役の職務執行

取締役は全員出席のもと、取締役会において経営上の意思決定を行ってお
ります。なお、取締役会規程を制定し、取締役が法令及び定款に則って行
動するように徹底しております。

②　監査等委員の職務執行
監査等委員は、取締役会議事録や稟議書等の書類の閲覧に加え、関係者へ
のヒアリング、内部監査への立会い、代表取締役や会計監査人との面談に
より監査を行う他、毎月開催される取締役会やその他の重要会議に出席
し、必要に応じて意見を述べ取締役会での決議の状況や取締役の業務執行
状況を監査しております。

③　リスク管理及びコンプライアンス
当社は、リスクの軽減、予防の推進及び迅速な対処のため、経営会議の開

催を通じて、リスクマネジメント体制の強化及びコンプライアンスの遵守に
努めております。

（注） 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）
株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 50,000 189,260 107,412 296,673 2,243,656 2,243,656 △587,332 2,002,997

当期変動額

当期純利益 － － － － 619,545 619,545 － 619,545

自己株式の
処分 － － △65,239 △65,239 － － 69,552 4,312

株主資本以
外の項目の
当期変動額
（純額）

－ － － － － － － －

当期変動額合計 － － △65,239 △65,239 619,545 619,545 69,552 623,858

当期末残高 50,000 189,260 42,173 231,433 2,863,202 2,863,202 △517,780 2,626,855

新株予約権 純資産合計

当期首残高 238,259 2,241,256

当期変動額

当期純利益 － 619,545

自己株式の
処分 － 4,312

株主資本以外
の項目の当期
変 動 額 （ 純
額）

124,138 124,138

当期変動額合計 124,138 747,997

当期末残高 362,398 2,989,254

（注） 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

建物 ３～18年
工具、器具及び備品 ３～15年

個別注記表（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
   　有価証券の評価基準及び評価方法
     　　関係会社株式　　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。但し、建物については、定額法を採用してお
ります。
　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

② 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用目的のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金
　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
　り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
　不能見込額を計上しております。
賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給対象期間に基づく支給見込
額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義

務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時
点）は以下のとおりです。
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個別注記表

① 展示会事業
展示会事業におきましては、主にリアル展及びオンライン展の開催を行

っております。
リアル展におきましては、当社は出展社に対して出展小間（出展社に貸

し出すために仕切られたスペースの単位）を提供する義務を負っており、
当該履行義務は展示会開催期間中、出展小間の提供を行うことをもって充
足されます。

オンライン展におきましては、当社は出展社に対してオンライン上での
動画掲載ブースを提供する義務、資料を来場者へ提供する義務または出展
社に対して商談のセッティングを代行する義務を負っております。当該履
行義務はオンライン上の展示会出展ブースの提供期間開始日から終了日ま
での間、オンライン上の出展ブースの提供や、来場者への資料提供または
出展社に対する来場者とのアポイント設定の完了をもって充足されます。

また、取引の対価は、通常、履行義務の充足前の一定時点に前もって受
領または履行義務の充足時点と至近する日に受領しており、重大な金融要
素は含んでいません。

なお、前事業年度まで展示会事業の収益認識につきましては介護分野の
展示会を「（リアル展）収入」「（オンライン展）収入」に区分し、ＩＴ
分野の展示会を（リアル展）と（オンライン展）のハイブリッド型である
「（ＤＸＰＯ）収入」に区分しておりましたが、当事業年度より介護分野
におきましてもＩＴ分野と同様のシステムによる展示会運営を開始し、介
護分野・ＩＴ分野ともに（リアル展）に（オンライン展）を併設したハイ
ブリッド型でサービス提供を行っております。

② Ｍ＆Ａ仲介事業
主にＭ＆Ａによる事業承継ニーズを有する事業者に対し、購入・売却条

件が合致する案件を紹介し、顧客間での譲渡契約を締結させることによる
成功報酬型での仲介手数料収入であり、当社は顧客に対して、購入・売却
条件が合致する案件を紹介する義務を負っております。当該履行義務は譲
渡・譲受企業が最終譲渡契約を締結した時点をもって充足され、当該Ｍ＆
Ａが不成立となる要因が解消されたと判断した時に収益を認識しておりま
す。

また、取引の対価は、通常、履行義務の充足時点と至近する日に受領し
ており、重大な金融要素は含んでいません。

－ 13 －
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③ 人材採用支援事業
主に「採用イベント」の開催及び求人企業への「人材紹介」を行ってお

り、主な収益を下記の履行義務の充足時に認識しております。
また、取引の対価は、通常、履行義務の充足時点と至近する日に受領し

ており、重大な金融要素は含んでいません。
なお、顧客から受け取ったまたは受け取る対価のうち、将来返金される

と見込まれる収益の額として、売上高に返金実績率を乗じた額を、返金負
債に計上しております。

（イ）採用イベント収入
主に採用イベントの参加企業から得る収入であり、当社は参加企業に対

して採用イベントを提供する義務を負っております。当該履行義務は採用
イベントの開催をもって充足され、採用イベントの開催完了をもって収益
を認識しております。

（ロ）人材紹介収入
主に求人企業へ応募者を紹介することで得る紹介収入であり、当社は求

人企業に対して条件が合致する応募者を紹介する義務を負っております。
当該履行義務は、応募者が求人企業に対して入社を合意した時点をもって
充足され、応募者が中途入社者である場合は入社日に、応募者が新卒入社
者である場合は内定受諾日に収益を認識しております。
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　当座貸越契約の残高 800,000千円
　借入実行残高 －千円
　差引額 800,000千円

営業取引による取引高 2,000千円
　売上高 2,000千円

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 10,160,400株 ―株 ―株 10,160,400株

普通株式 375,150株

普通株式 126,000株

２. 会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

３. 貸借対照表に関する注記
当座貸越契約
　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、金融機関２行と当座貸越契約を
締結しております。

４. 損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

(3) 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
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繰延税金資産
未払事業税 25,236千円
未払費用 8,960千円
未払金 903千円
賞与引当金 88,393千円
株式報酬費用 52,979千円
固定資産減損損失 416千円
敷金償却額 3,701千円
返金負債 24,707千円

繰延税金資産合計 205,299千円
繰延税金負債合計 ―千円
繰延税金資産の純額 205,299千円

６.  税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

7. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社は、事業計画に照らして必要な運転資金及び投資を目的とした資金を
自己資金及び銀行借入によって調達しております。また、一時的な余資は安
全性の高い金融資産で運用しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金及び前渡金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては管理本部において取引先ごとの期日管理及び残高
管理を行っております。
　敷金及び保証金は、主に建物賃借契約に係るものであり、差し入れ先の信
用リスクに晒されております。当該リスクについては管理本部において差し
入れ先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リスクの軽減を図って
おります。
　営業債務である未払金及び前受金は、そのほとんどが１年以内に決済また
は納付期限が到来するものであります。これらは、資金調達に係る流動性リ
スクに晒されていますが、当社グループは資金繰り予測をする等の方法によ
り管理しております。
　借入金は、運転資金及び子会社株式取得資金の調達を目的としたものであ
り、返済期限は決算日後、最長で４年5ヵ月後であります。当該借入金につ
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貸借対照表計上額 時 　 価 差 額
敷 金 及 び 保 証 金 171,300 163,817 △7,483

資　産　　計 171,300 163,817 △7,483
長 期 借 入 金 ※ 698,186 690,199 △7,986

負　債　　計 698,186 690,199 △7,986

いては、固定金利のため金利変動のリスクはございませんが、管理本部にお
いて借入先の経営状況等のモニタリングを通じ、リスク軽減を図っておりま
す。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
Ⅰ. 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　営業債権については、与信管理規程に従い、営業債権について各営業部門
が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、管理本部が取引相手ごと
に期日及び残高管理をすることで、財務状況等の悪化による回収懸念の早期
把握や軽減を図っております。

Ⅱ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いをできなくなるリスク）の
管理
　管理本部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性を
十分に確保することで、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定された価格が含まれております。当該価格の算定につきましては変動要
因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価格が変
動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は次のとおりであります。「現金及び預金」「預け金」「売掛金」「前渡金」
「未払法人税等」「未払金」「未払費用」「前受金」は短期間で決済されるため
時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。

（単位：千円）

※ 長期借入金には１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に
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区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計
敷金及び保証金 － 163,817 － 163,817
長 期 借 入 金 － 690,199 － 690,199

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場

価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイ

ンプットを用いて算定した時価
  レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

                        時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用して
いる場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル
のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
該当事項はありません。

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

(注) １．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価は、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを
合理的に見積りした敷金及び保証金の返還予定時期に基づき、国債の利率で割
り引いた現在価値より算定しており、レベル2の時価に分類しております。

長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを
加味した利率をもとに、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価
に分類しております。
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１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

敷金及び保証金 ― 171,300 ― ―

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内 ４年超

長期借入金 315,264 302,012 35,280 35,280 10,350

（注）2. 金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

（注）3. 借入金の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

8. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、展示会事業、Ｍ＆Ａ仲介事業、人材採用支援事業を基本にして組織
が構成されており、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績の評価
をするために、定期的に検討を行う対象としていることから、これらの事業で
計上する収益を売上高として表示しています。これらの分解した収益と各報告
セグメントの売上高との関連は以下に記載のとおりです。
　なお、前事業年度まで展示会事業の収益認識については介護分野の展示会を
「（リアル展）収入」「（オンライン展）収入」に区分し、ＩＴ分野の展示会
を（リアル展）と（オンライン展）のハイブリッド型である「（ＤＸＰＯ）収
入」に区分しておりましたが、当事業年度より介護分野においてもＩＴ分野と
同様のシステムによる展示会運営を開始し、介護分野・ＩＴ分野ともに（リア
ル展）に（オンライン展）を併設したハイブリッド型でサービス提供を行って
いることから、展示会事業における分解情報を「展示会事業収入」に統合して
表示することといたしました。
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報告セグメント その他

（注）
合計

展示会事業
Ｍ＆Ａ仲介

事業

人材採用

支援事業
計

展示会事業収入 2,981,688 ― ― 2,981,688 ― 2,981,688

Ｍ＆Ａ仲介収入 ― 2,258,908 ― 2,258,908 ― 2,258,908

採用イベント収入 ― ― 105,219 105,219 ― 105,219

人材紹介収入 ― ― 123,391 123,391 ― 123,391

その他 ― ― ― ― 669 669

顧客との契約から生じる収益 2,981,688 2,258,908 228,611 5,469,208 669 5,469,877

その他の収益 ― ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 2,981,688 2,258,908 228,611 5,469,208 669 5,469,877

金額（千円）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 62,061
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 117,181
契約負債（期首残高） 831,556
契約負債（期末残高） 1,068,201

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「1．重要な会計方針に係る事項に関する注記(4)収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりであります。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　①契約資産及び契約負債の残高等

（注）１．貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は売掛金に含まれてお
り、契約負債は前受金に含まれております。

２．当事業年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい
た額は、831,556千円であります。

３．当事業年度において契約負債の残高に重要な変動はありません。
４．契約負債の残高は、主に４月以降に開催する展示会事業の出展社への履行

義務が充足されていないものです。履行義務は展示会の開催期間にわたり
充足され、収益を認識します。

②残存履行義務に配分した取引価格
当事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は
1,068,201千円であり、当社は当該残存履行義務について、履行義務の充足
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(1) １株当たり純資産額 268円45銭
(2) １株当たり当期純利益 63円35銭

第19回新株予約権
新株予約権の発行日 2026年５月28日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　２名
当社従業員　８名

新株予約権の数 189個
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 18,900株（新株予約権１個につき
100株）

新株予約権の行使時の払込金額 1株当たり1,815円
新株予約権の行使期間 2028年12月１日～2031年11月30日
新株予約権の行使により新株式を発
行する場合の株式の発行価格及び資
本組入額

発行価格　　1,815円
資本組入額　　908円

新株予約権の行使の条件 （注１）

につれて１年以内に収益を認識することを見込んでいます。

9. １株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

（ストックオプションとしての新株予約権の発行）
（第19回新株予約権（税制適格ストック・オプション）の発行）

当社は2026年５月13日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及
び第240条の規定に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。）及び従業員に対
し、2026年５月28日付で第19回新株予約権を発行することを決議いたしまし
た。

（注１）新株予約権の行使の条件に関する主な事項は次のとおりです。
①新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社又は当社の関係

会社（なお、「関係会社」とは、財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第８
条で定義される「関係会社」を意味する。）の取締役、監査役又は従業
員であることを要する。

②新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権
の行使は認めない。
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第20回新株予約権
新株予約権の発行日 2026年５月28日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　２名
当社従業員　13名

新株予約権の数 491個
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 49,100株（新株予約権１個につき
100株）

新株予約権の行使時の払込金額 1株当たり1,650円
新株予約権の行使期間 2028年12月１日～2031年11月30日
新株予約権の行使により新株式を発
行する場合の株式の発行価格及び資
本組入額

発行価格　　1,654円
資本組入額　　827円

新株予約権の行使の条件 （注２）

③新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における
発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該新株予約権の行使
を行うことはできない。

④新株予約権者は、新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
⑤新株予約権者は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当

契約に定めるその他条件に違反した場合、新株予約権を行使できない。

（第20回新株予約権（有償ストック・オプション）の発行）
当社は2026年５月13日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及

び第240条の規定に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。）及び従業員に対
し、2026年５月28日付で第20回新株予約権を発行することを決議いたしまし
た。

（注２）新株予約権の行使の条件に関する主な事項は次のとおりです。
①新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）

は、下記の割合で新株予約権を行使することができるものとする。
（a）2027年３月期または2028年３月期の調整後営業利益の額が2,968

百万円を超過した場合
      ……行使可能割合　100％

（b）（a）が未達成の場合で、2029年３月期の調整後営業利益の額が　
2,968百万円を超過した場合
      ……行使可能割合　 80%
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なお、上記調整後営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に
記載の監査済みの損益計算書（連結損益計算書を作成している場合、連
結損益計算書とする。以下同様。）に記載された営業利益から、当該損
益計算書に計上された「のれん償却費」「顧客関連資産償却費」及び
「新株予約権に係る株式報酬費用」による影響を排除した金額を「調整
後営業利益」として参照するものとする。なお、調整後営業利益の判定
において、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重
要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるも
のとする。

②新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社又は当社の関係
会社（なお、「関係会社」とは、財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第８
条で定義される「関係会社」を意味する。）の取締役、監査役又は従業
員であることを要する。

③新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権
の行使は認めない。

④新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における
発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該新株予約権の行使
を行うことはできない。

⑤新株予約権者は、新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
⑥新株予約権者は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当

契約に定めるその他条件に違反した場合、新株予約権を行使できない。

（報告セグメントの変更）
当社の報告セグメントは従来「展示会事業」、「Ｍ＆Ａ仲介事業」、「人材採

用支援事業」の３区分としておりましたが、「人材採用支援事業」につきまして
は、「展示会事業」の「採用支援分野」として、大規模就活イベント『Ｇｒｏｗ
ｔｈ就活ＤＸＰＯ』を軸に事業の再構築を行い、従来のサービスである小規模採
用イベント及び新卒紹介につきましては、『Ｇｒｏｗｔｈ就活ＤＸＰＯ』のマッ
チング・サービスの一部として事業モデルを転換することで、収益力向上を図っ
ていく予定です。

これにより、従来「人材採用支援事業」としていた報告セグメントを2027年
３月期第１四半期より「展示会事業」に統合し、当社の報告セグメントを「展示
会事業」、「Ｍ＆Ａ仲介事業」の２区分とすることといたしました。

なお、変更後の報告セグメントの区分によった場合の当事業年度の報告セグメ
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（単位：千円）
報告セグメント

その他
(注)１ 合計

展示会事業 Ｍ＆Ａ
仲介事業 計

売上高 3,210,299 2,258,908 5,469,208 669 5,469,877
セグメント
利益 1,198,680 999,775 2,198,456 669 2,199,125

調整額
(注)２

損益計算書
計上額
(注)３

－ 5,469,877
△639,443 1,559,681

ントごとの売上高及びセグメント利益の金額に関する情報は以下のとおりです。

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントです。
２．セグメント利益の調整額△639,443千円は、各報告セグメントに配分して

いない全社費用であり、その主なものは、管理部門に係る全社費用です。
３．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。

11．その他の注記

(1) 減損損失
　当事業年度において人材採用支援事業（採用イベント事業及び人材紹介事業）に
係るのれん及び固定資産について、減損損失376,892千円（採用イベント事業：
148,915千円、人材紹介事業：227,976千円）を計上しております。

(2) 企業結合等関係
　共通支配下の取引等
（連結子会社の吸収合併）
当社は、2025年３月27日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式
会社リアライブを吸収合併することを決議し、2025年10月１日付けで合併いたし
ました。

① 取引の概要
（イ）結合当事企業の名称及び事業の内容
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結合当事企業の名称　　株式会社リアライブ
事業の内容　　　　　　人材採用支援事業

（ロ）企業結合日
2025年10月１日

（ハ）企業結合の法的形式
当社を存続会社とし、株式会社リアライブを消滅会社とする吸収合併

（ニ）結合後企業の名称
ブティックス株式会社

（ホ）その他取引の概要に関する事項
　株式会社リアライブが培ってきた人材採用支援事業の運営ノウハウ・顧客資
産を含む経営資源をより一層活用するとともに、当社が培ってきた「成長ノウ
ハウ」（事業拡大の仕組化・量産化・管理体制）の浸透を更に加速させること
を目的としています。

② 実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び
「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適
用指針第10号　2024年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として処理して
おります。なお、これにより、当事業年度において抱合せ株式消滅差損236,890千
円を特別損失に計上しております。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 村 尊 博

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 伊 藤 健 一

独立監査人の監査報告書
2026年５月21日

ブティックス株式会社
取締役会　御中

PwC Japan有限責任監査法人
   東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ブティックス株式会社の
2025年4月1日から2026年3月31日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響
度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し
た場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、
構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過

程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第20期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、会社の内部監査担当と連携の上、電話回線又はインターネット等を経由した手段も活
用しながら重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及
び財産の状況を調査しました。また、当該事業年度上期において存在していた子会社
（2025年10月１日付で当社が吸収合併）については、当該期間中、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を行うとともに、そ
の監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検
討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
なお会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制については、指
摘すべき事項は認められません。

2026年５月22日
ブティックス株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 土 橋 　 薫 ㊞
監 査 等 委 員 田 中 　 智 行 ㊞
監 査 等 委 員 森 川 　 友 尋 ㊞　

（注）監査等委員 田中 智行、及び森川 友尋は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告

－ 28 －
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